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7 2026（令和8年）

国　税／�6月分源泉所得税の納付� 7月10日
国　税／�納期の特例を受けた源泉所得税（1月〜6月

分）の納付� 7月10日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請
� 7月15日
国　税／�所得税予定納税額第1期分の納付
� 7月31日
国　税／�5月決算法人の確定申告（法人税・消費税

等）、11月決算法人の中間申告� 7月31日
国　税／�8月、11月、2月決算法人の消費税等の中

間申告（年3回の場合）� 7月31日
地方税／�固定資産税（都市計画税）第2期分の納付

� 市町村の条例で定める日
労　務／�社会保険の報酬月額算定基礎届� 7月10日
労　務／�労働保険料   （概算・確定）申告書の提出、

納付（全期・第1期分）� 7月10日
労　務／�障害者・高齢者雇用状況報告� 7月15日
労　務／�労働者死傷病報告（4月〜6月分）�7月31日

　自動車税・軽自動車税の「環境性能割」は、
自動車の取得時に燃費性能などに応じて課税
される仕組みでしたが、米国の関税措置が国
内の自動車産業に及ぼす影響を緩和すること
や、自動車ユーザーの取得時における負担を
軽減・簡素化する観点から、今年3月末をもっ
て廃止されました。

ワンポイント「環境性能割」の廃止

7 月 の 税 務 と 労 務7月 （文月）JULY

20日・海の日
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7 月号─2

中
か
ら
、
加
入
者
等
自
身
が
商
品

を
選
ん
で
運
用
し
ま
す
。

・　

運
営
管
理
機
関
は
、
３
以
上
35

以
下
の
商
品
を
選
択
肢
と
し
て
選

定
し
、加
入
者
等
に
提
示
し
ま
す
。

・　

加
入
者
等
は
、
複
数
の
運
用
商

品
を
選
ぶ
こ
と
も
で
き
、
運
用
の

途
中
で
運
用
商
品
を
変
更
す
る
こ

と
も
で
き
ま
す
。

　

確
定
拠
出
年
金
は
、
老
後
ま
で
の

間
の
運
用
結
果
が
将
来
の
給
付
額
に

影
響
す
る
た
め
、
個
々
の
加
入
者
が

適
切
な
資
産
運
用
を
行
う
た
め
の
情

報
や
知
識
を
有
し
て
い
る
こ
と
が
重

要
で
す
。
そ
の
た
め
、
確
定
拠
出
年

金
を
実
施
し
て
い
る
事
業
主
は
、
加

入
者
等
に
対
し
て
必
要
か
つ
適
切
な

「
投
資
教
育
」
を
行
わ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

二
　
改
正
概
要

二
　
改
正
概
要

　

今
回
の
改
正
に
よ
り
、
次
の
見
直

し
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

１　

企
業
型
Ｄ
Ｃ
に
お
け
る
手
続

き
の
簡
素
化
｛
簡
易
企
業
型
年

金
（
簡
易
型
Ｄ
Ｃ
）
の
通
常
の

企
業
型
Ｄ
Ｃ
へ
の
統
合
｝

２　

企
業
型
Ｄ
Ｃ
の
拠
出
限
度
額

の
拡
充
（
マ
ッ
チ
ン
グ
拠
出
に

お
け
る
加
入
者
掛
金
の
額
の
制

限
撤
廃
）

３　

自
動
移
換
に
関
す
る
事
業
主

の
説
明
時
期
の
見
直
し

４　

中
小
事
業
主
掛
金
納
付
制
度

に
お
け
る
届
出
の
簡
素
化

１　

企
業
型
Ｄ
Ｃ
の
手
続
き
簡
素
化

　

中
小
企
業
に
お
け
る
企
業
年
金
の

活
用
状
況
を
踏
ま
え
、
平
成
30
年
に

中
小
企
業
向
け
に
創
設
さ
れ
た
簡
易

企
業
型
年
金
（
簡
易
型
Ｄ
Ｃ
）
に
お

い
て
簡
素
化
さ
れ
て
い
た
手
続
き（
一

部
の
添
付
書
類
の
省
略
）
を
通
常
の

企
業
型
Ｄ
Ｃ
に
適
用
す
る
こ
と
と

し
、
中
小
事
業
主
を
含
め
た
す
べ
て

の
事
業
主
が
取
り
組
み
や
す
い
設
計

に
改
善
さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
簡
易
型
Ｄ
Ｃ
に
つ
い
て
は

通
常
の
企
業
型
Ｄ
Ｃ
に
統
合
さ
れ
ま

し
た
。

２　

企
業
型
Ｄ
Ｃ
の
拠
出
限
度
額
の

拡
充

　

企
業
型
Ｄ
Ｃ
に
は
、
会
社
が
掛
金

を
拠
出
す
る
「
事
業
主
掛
金
」
に
加

え
、
従
業
員
が
任
意
で
上
乗
せ
拠
出

で
き
る
マ
ッ
チ
ン
グ
拠
出
（
加
入
者

掛
金
）が
あ
り
ま
す
。

　

今
回
の
改
正
で
は
、
加
入
者
が
そ

れ
ぞ
れ
の
状
況
に
応
じ
拠
出
限
度
額

の
枠
を
十
分
に
活
用
し
、
老
後
の
資

産
所
得
の
確
保
が
可
能
と
な
る
よ

う
、
マ
ッ
チ
ン
グ
拠
出
に
あ
っ
た「
加

入
者
掛
金
は
事
業
主
掛
金
を
超
え
て

は
な
ら
な
い
」
と
い
う
制
限
が
撤
廃

さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
会
社
の
拠
出
額
が

小
さ
い
企
業
で
も
、
従
業
員
が
自
身

の
希
望
に
応
じ
て
、
制
度
が
定
め
る

拠
出
限
度
額
の
範
囲
内
で
上
乗
せ
し

や
す
く
な
り
ま
す
。

３　

自
動
移
換
対
策

　

企
業
型
Ｄ
Ｃ
で
は
、
退
職
や
転
職

な
ど
で
資
格
を
喪
失
し
た
後
、
６
か

月
以
内
に
加
入
者
が
必
要
な
手
続

（
移
換
先
の
指
定
や
運
用
指
図
な
ど
）

一
　
制
度
概
要

一
　
制
度
概
要

　

確
定
拠
出
年
金
制
度
は
、
拠
出
さ

れ
た
掛
金
と
そ
の
運
用
益
と
の
合
計

額
を
も
と
に
、
将
来
の
給
付
額
が
決

定
す
る
年
金
制
度
で
す
。

　

掛
金
を
事
業
主
が
拠
出
す
る
企
業

型
Ｄ
Ｃ
（
企
業
型
確
定
拠
出
年
金
）

と
、
加
入
者
自
身
が
拠
出
す
る
ｉ
Ｄ

ｅ
Ｃ
ｏ
（
個
人
型
確
定
拠
出
年
金
／

イ
デ
コ
）
が
あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
拠
出

限
度
額
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

運
用
上
の
ポ
イ
ン
ト
は
、
次
の
と

お
り
で
す
。

・　

運
営
管
理
機
関（
金
融
機
関
等
）

が
選
定
・
提
示
す
る
運
用
商
品
の

確
定
拠
出
年
金
制
度
の
改
正

確
定
拠
出
年
金
制
度
の
改
正

　
本
年
４
月
に
、
確
定
拠
出
年
金
に
関
す
る
制
度
改
正
が

　
本
年
４
月
に
、
確
定
拠
出
年
金
に
関
す
る
制
度
改
正
が

行
わ
れ
、
企
業
の
事
務
手
続
き
と
従
業
員
の
資
産
形
成
の

行
わ
れ
、
企
業
の
事
務
手
続
き
と
従
業
員
の
資
産
形
成
の

両
面
に
お
け
る
変
更
が
あ
り
ま
し
た
。

両
面
に
お
け
る
変
更
が
あ
り
ま
し
た
。

　
制
度
を
使
い
や
す
く
す
る
改
正
が
主
で
す
が
、
周
知
や

　
制
度
を
使
い
や
す
く
す
る
改
正
が
主
で
す
が
、
周
知
や

手
順
の
整
備
が
不
十
分
な
場
合
、
制
度
の
メ
リ
ッ
ト
を
受

手
順
の
整
備
が
不
十
分
な
場
合
、
制
度
の
メ
リ
ッ
ト
を
受

け
ら
れ
ず
、
問
い
合
わ
せ
対
応
の
増
加
や
手
続
き
漏
れ
が

け
ら
れ
ず
、
問
い
合
わ
せ
対
応
の
増
加
や
手
続
き
漏
れ
が

起
こ
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
ま
す
。
今
回
は
、
改
正
点
を
整

起
こ
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
ま
す
。
今
回
は
、
改
正
点
を
整

理
し
、
押
さ
え
て
お
く
べ
き
実
務
対
応
を
解
説
し
ま
す
。

理
し
、
押
さ
え
て
お
く
べ
き
実
務
対
応
を
解
説
し
ま
す
。



3─7月号

を
行
わ
な
い
と
、
資
産
が
自
動
的
に

国
民
年
金
基
金
連
合
会
へ
移
換
（
自

動
移
換
）
と
な
り
、
本
人
が
気
づ
か

な
い
ま
ま
資
産
が
長
期
間
未
運
用
の

ま
ま
に
な
り
ま
す
。

　

自
動
移
換
さ
れ
る
と
、
管
理
手
数

料
の
発
生
や
、
運
用
指
図
が
で
き
な

い
（
資
産
が
増
え
な
い
）
な
ど
、
退

職
者
に
と
っ
て
不
利
益
が
生
じ
る
た

め
、
こ
れ
を
未
然
に
防
ぐ
こ
と
が
こ

の
改
正
の
目
的
で
す
。

　

具
体
的
に
は
、
事
業
主
が
行
う
説

明
義
務
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
「
資

格
を
喪
失
し
た
と
き
又
は
企
業
型
Ｄ

Ｃ
を
終
了
し
た
と
き
」
に
説
明
す
る

取
扱
い
で
し
た
が
、「
資
格
喪
失
が

見
込
ま
れ
る
と
き
又
は
企
業
型
Ｄ
Ｃ

を
終
了
し
よ
う
と
す
る
と
き
」
に
改

め
ら
れ
ま
し
た
。
つ
ま
り
、
退
職
等

が
確
定
し
た
後
で
は
な
く
、
見
込
み

段
階
で
前
倒
し
し
て
説
明
す
る
こ
と

と
さ
れ
ま
し
た
。

　

退
職
後
は
、
本
人
の
関
心
が
「
転

職
・
失
業
給
付
・
生
活
手
続
」
に
移

り
や
す
く
、
企
業
型
Ｄ
Ｃ
の
手
続
は

後
回
し
に
な
り
が
ち
で
す
。
会
社
側

も
、
退
職
日
以
降
は
連
絡
が
取
り
づ

ら
く
な
り
ま
す
。

　

そ
の
結
果
、
本
人
に
不
利
益
（
手

続
の
遅
れ
、
放
置
、
管
理
上
の
問
題
）

が
生
じ
る
だ
け
で
な
く
、
企
業
側
も

問
い
合
わ
せ
対
応
や
追
加
連
絡
が
増

え
ま
す
。
説
明
の
前
倒
し
は
、
退
職

手
続
が
動
い
て
い
る
段
階
で
確
実
に

伝
え
、
手
続
漏
れ
を
減
ら
す
た
め
の

実
務
対
応
と
し
て
取
り
組
ん
で
い
く

と
よ
い
で
し
ょ
う
。

　

対
応
例
と
し
て
は
、
退
職
手
続
の

一
連
の
流
れ
（
退
職
面
談
、
手
続
案

内
、
最
終
出
勤
前
後
）
に
、
企
業
型

Ｄ
Ｃ
の
説
明
を
組
み
込
む
こ
と
が
考

え
ら
れ
ま
す
。

　

退
職
日
が
決
ま
っ
た
段
階
で
、

・　

資
産
を
ど
う
す
る
か
（
移
換
・

引
継
ぎ
の
必
要
が
あ
る
こ
と
）

・　

期
限
・
窓
口（
何
を
い
つ
ま
で
に
、

ど
こ
へ
）

・　

自
動
移
換
の
リ
ス
ク
（
放
置
し

な
い
こ
と
）

と
い
っ
た
こ
と
を
伝
え
ら
れ
る
よ
う

に
準
備
し
て
お
き
ま
す
。
ま
た
、
説

明
を
実
施
し
た
と
き
は
、
そ
の
記
録

を
残
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

　

退
職
予
定
者
に
対
し
て
交
付
す
る

文
書
が
あ
る
と
き
は
、
喪
失
後
の
手

続
き
と
し
て
書
き
添
え
て
お
く
こ
と

も
有
効
で
す
。

〈
文
例
〉

　
「
企
業
型
Ｄ
Ｃ
に
加
入
さ
れ
て
い

る
方
は
、
資
産
の
移
換
手
続
が
必
要

で
す
。
お
手
続
き
が
な
い
場
合
、
自

動
移
換
と
な
り
不
利
益
が
生
ず
る
可

能
性
が
あ
り
ま
す
の
で
、
案
内
資
料

を
ご
確
認
の
う
え
期
限
ま
で
に
お
手

続
き
く
だ
さ
い
。」

４　

中
小
事
業
主
掛
金
納
付
制
度
に

お
け
る
届
出
の
簡
素
化

　

中
小
事
業
主
掛
金
納
付
制
度
（
ｉ

Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
＋
／
イ
デ
コ
プ
ラ
ス
）は
、

中
小
企
業
等
が
、
従
業
員
の
ｉ
Ｄ
ｅ

Ｃ
ｏ
に
対
し
て
事
業
主
掛
金
を
上
乗

せ
拠
出
で
き
る
制
度
で
す
。

　

企
業
型
Ｄ
Ｃ
を
導
入
し
て
い
な
い

企
業
で
も
「
資
産
形
成
支
援
」
を
始

め
や
す
い
選
択
肢
と
し
て
活
用
さ
れ

て
い
ま
す
。

　

今
回
の
改
正
で
は
、
制
度
を
実
施

す
る
事
業
主
が
掛
金
拠
出
の
開
始
・

変
更
等
を
行
う
際
の
届
出
に
つ
い

て
、
こ
れ
ま
で
必
要
だ
っ
た
厚
生
労

働
大
臣
と
国
民
年
金
基
金
連
合
会

（
国
基
連
）
へ
の
二
重
届
出
を
見
直

し
、
届
出
先
を
国
基
連
の
み
と
し
ま

し
た
。
国
基
連
が
厚
生
労
働
大
臣
へ

写
し
を
送
付
す
る
取
扱
い
と
な
り
、

事
業
主
側
の
事
務
負
担
が
軽
減
さ
れ

て
い
ま
す
。

三
　
今
後
の
改
正
内
容

三
　
今
後
の
改
正
内
容

　

確
定
拠
出
年
金
制
度
は
段
階
的
に

改
正
が
行
わ
れ
、
次
は
本
年
12
月
に

も
改
正
が
予
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
概

要
は
次
の
と
お
り
で
す
。

⑴　

ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
の
加
入
可
能
年
齢

の
引
上
げ

　

国
民
年
金
被
保
険
者
以
外
の
者
で

あ
っ
て
も
、
60
歳
以
上
70
歳
未
満
の

ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
を
活
用
し
た
老
後
の
資

産
形
成
を
継
続
し
よ
う
と
す
る
者
で

あ
っ
て
、
次
の
①
～
③
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
老
齢
基
礎
年
金
な
ど
を

受
給
し
て
い
な
い
者
に
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ

の
加
入
・
継
続
拠
出
が
認
め
ら
れ
る

よ
う
に
な
り
ま
す
。

①　

ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
加
入
者

②　

ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
運
用
指
図
者

③　

企
業
年
金
か
ら
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
に

資
産
を
移
換
す
る
者

（
※
）　

経
過
措
置
と
し
て
、
施
行
日
か

ら
３
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間

は
、
①
～
③
に
該
当
し
な
い
60
歳

以
上
70
歳
未
満
の
者
で
あ
っ
て
も
加

入
が
可
能
で
す
。

⑵　

拠
出
限
度
額
の
引
上
げ

　

老
後
に
向
け
た
資
産
形
成
を
促
進

す
る
観
点
か
ら
、
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
・
企

業
型
Ｄ
Ｃ
・
国
民
年
金
基
金
の
拠
出

限
度
額
が
引
き
上
げ
ら
れ
る
予
定
で

す
。
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　離婚時の厚生年金の分割（年金分割）は、
婚姻期間中の厚生年金記録（標準報酬月
額・標準賞与額）を当事者間で分割し、将
来受け取る老齢厚生年金額注に反映させる
制度です。
注　年金分割の効果は、厚生年金の報酬比
例部分（厚生年金基金が国に代行して支
給する部分を含む）に限られ、国民年金
の老齢基礎年金等には影響はありません。
また、現に老齢厚生年金を受給している
場合は、年金分割の請求をした月の翌月
分から年金額が改定されます。

　分割の種類には、①当事者が按分割合（上
限2分の1）を決める「合意分割」（合意でき
ない場合は調停・審判等で決定）と、②国
民年金第3号被保険者であった方からの請
求により行われる「3号分割」（平成20年4
月1日以後の第3号被保険者期間中の記録

に限られ、按分割合は2分の1）があります。
いずれも請求は年金事務所で行います。
　進め方は、まず「情報提供請求」を行っ
て対象期間や記録（標準報酬等）を確認し
てから所定の請求書類（合意分割の場合は
公正証書等の合意内容が分かる書面が必要
です）をそろえて分割請求を行うのが基本
です。
　なお、今年4月に請求期限の改正が行わ
れ、分割請求（情報提供請求を含む）の期
限は、離婚・婚姻取消し等の日の翌日から
「5年」（改正前は2年）以内に延長されまし
た（今年4月1日以後の離婚等が対象）。期
限を過ぎると請求できないため、離婚協議・
調停の早い段階で記録確認を行っておくこ
とが重要です。
　調停・審判等が長期化し、請求期限が過
ぎてしまった場合でも、成立日等から6か
月以内に請求できる特例があります。婚姻
期間が複数ある場合は期間ごとに扱いが分
かれることもあります。手続後は「年金分
割のお知らせ」等で結果が通知されます。

離婚時の厚生年金の分割
（一部改正有）

　7月より、民間企業の法定雇用率は2.7％
（従来2.5％）へ引き上げられます。また、
対象範囲も常用労働者37.5人以上（従来
40人以上）の事業主へ拡大するため、担
当者は早めの備えが必要です。
　まずは常用労働者数と実雇用率を点検し
ましょう。不足が見込まれる場合は、業務
の棚卸しや職務再設計、採用計画の策定、
受入部署の環境整備を進めることが肝要で
す。定着支援の観点からは、合理的配慮の
提供や相談体制の整備、産業保健センター
等の外部資源との連携体制を構築していく
とよいでしょう。
　なお、障害者雇用納付金（常用雇用労働者
数100人超の事業主が対象）は、令和8年
度分の算定において、6月までは2.5％、7
月以降は2.7％の基準で算出されます。ハロー
ワーク等の支援や助成金等も活用し、計画
的に雇用管理体制を整えていきましょう。

7月の労務 ピックアップ  
法定雇用率引上げへの対応 

（障害者雇用）
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